
療研究会としても東京都や東京都医
師会、東京都病院協会等と緊密に連
携を取りつつ、慢性期医療の代表とし
て積極的に関与していきます。また、
基金の動きについても、充分に留意し
ておく必要があります。国は、診療・
介護報酬による一律な財政支出か
ら、基金というメリハリ可能な方法へ
とシフトしてきており、優れた改革に
取り組んでいる自治体へ優先的に基
金を配分すること、いわば「早い者勝
ち」を明言しています。われわれは、
待ちの姿勢ではなく、斬新なアイデア
をどんどん提言していかなければなり
ません。この点、東京都の場合、地価
や人件費、その他物価が高いという構
造的な問題を抱えています。介護報酬
においては今回の改訂で20%の地域
上乗せが付きましたが、診療報酬の
上乗せ割合はわずか1.5%程度と東京
都のコスト高をカバーできるものでは
ありません。従来から主張しているこ
とですが、東京都独自の入院基本料
の実現に向けて東京都病院協会とと
もに頑張っていきたい。また、急性期
後の病床として主流となっていくとみ
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　2015年、いわゆる団塊世代のすべ
てが後期高齢者となる2025年まで、い
よいよあと10年になりました。今年は
医療界にとってターニングポイントに
なるでしょう。昨年６月、医療介護総
合確保推進法が成立し、10月には病
床機能報告制度がスタートしました。
今後、都道府県が、構想区域ごとに将
来の需要予測に基づいて地域医療構
想を策定し、その実効性を高めるため
に協議の場が設けられ、必要な手段
には基金を充当することになります。
　ポイントとなるのは、まず地域医療
構想です。この点、東京医科歯科大学
大学院の伏見清秀教授を中心とする
チームが、患者調査と人口推計を組
み合わせることで将来の傷病構造を
推計しています。これによると、東京
都等の大都市部では、2010年から
2035年にかけて、肺炎が約２倍、脳血
管疾患が約1.7倍になる一方、虚血性
心疾患は約1.5倍、悪性新生物は約
1.3倍とのことです。すなわち、この先
東京都で求められるのは、心筋梗塞
等の高度な急性期医療というより、肺
炎や脳血管疾患等に対するリハビリ
テーションを含む慢性期医療なので
す。ただ、東京都の医療提供体制に目

を転じると、こうした需要に対応でき
るものでは必ずしもありません。地域
医療構想策定ガイドライン等に関す
る検討会によれば、東京都の療養病
床への入院患者数（人口10万人当た
り）は190人と、全国平均238人を約２
割も下回っています。これは、東京都
における療養病床の整備状況が全国
47都道府県中45位という最低レベル
にとどまっているからにほかなりませ
ん。平成29年度末に経過措置終了を
迎える医療療養25：1病床について
も、皆でディスカッションし今後の方
向性を示していきたいと思います。慢
性期医療の機能は、①急性期後のポ
ストアキュート、②中軽度の急性増悪
に対応するサブアキュート、③重症者
の長期療養、④維持期リハビリテー
ション、⑤認知症、⑥難病、⑦終末期
の緩和ケア、⑧地域包括ケアにおける
在宅支援、と非常に幅広いものとなっ
てきており、東京都慢性期医療研究
会では、引き続き慢性期医療の充実
を訴えていきます。
　次に、協議の場は、東京都が設置
し、個々の医療機関の地域における
機能分化・連携について話し合われ
ることになりますが、東京都慢性期医

慢性期医療の明日を切り開いていこう
ではありませんか。

東京都慢性期医療研究会が、2015年を迎えるにあたり
都慢研の役員が抱負を語りました。
安藤高夫会長の年頭所感からご紹介します。

安藤 高夫 会長
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　明けましておめでとうございます。
今年のめでたさはどの位になるので
しょうか。頭のめでたさだけで終わら
ないようにしたいものです。
　１月早々、介護報酬の2.27％低減が
決まりました。約2300億円に該当す
るでしょうか。地方交付金も2300億
円なので、社会保障費と地方創成に
使われる額と行って来いです。この金
額で思い起こすことは、小泉内閣時
代に毎年2200億円の医療費削減の目
的で介護療養型医療施設廃止法案
が可決されたことです。今回の改定と
なんだか符牒があったように思え、嫌
な感じがします。とはいえ、今回の介
護報酬マイナス改定のなかで特記す

べきことは、廃止の憂き目にあった介
護療養型医療施設が、名称は変わる
もののその機能が残されることにな
りました。これまで、当会の会員病院
が結束してあきらめずにその機能の
必要性を主張してきた賜物と思いま
すし、ぶれずに活動を続けることがい
かに大切かが証明されました。
　しかし、私たちにとっては昨年の診
療報酬改定ならびに今年の介護報酬
改定のマイナスによるダメージを少し
でも影響がないように対策すること
が喫緊の課題であります。さらには、
地域包括ケアシステムの構成要因で
ある地域医療ビジョンの策定が、今年
度の大きな課題にあります。名前のと

おり地域によってニーズと資源が異な
りますから、各市区町村行政との議論
の中で、どのような質でどれくらいの
量の慢性期医療が必要であるのかを
決めていかなければなりません。これ
らの工程を、2018年までに決定して、
来たるべき2025年に実行するという
ことです。
　自分たちの病院や施設が、その地
域において果たしていく役割を真剣に
議論して、残すべきは残す、捨てるべ
きは捨てることを大胆に決断する一
年になりそうです。
　皆さまと共に、健康な体と頭で羊
のごとく強く柔軟に過ごしたいと思い
ます。

　昨年の医療保険改訂は一般病棟に
おける特定除外が廃止され、代わりに
地域包括ケア病棟の新設、機能強化
型医療療養病棟の新設など何処に居
ても在宅を目指すしかないという激し
く変化する改訂があり、今年は切り下

げしか考えられない介護保険の改訂
が有ります。皆様の施設ではどの様な
方向性でお考えでしょうか？
　在宅療養へと促されていますが、本
当に在宅療養が施設療養に比べてコ
ストがかからないのでしょうか？当法

人で癌末期の看取り直前１ヶ月を医療
療養病床入院と機能強化型在宅支援
診療所による自宅療養で比較してみ
ました。その結果、在宅はホテルコス
トが無いにも拘らずコストは高くなり
ました。この結果は至極当然と思わ

在宅医療と人件費

られる地域包括ケア病棟について
も、基金の活用はもちろん、東京都
へも補助を求めていこうと考えてい
ます。
　このように激動の１年になりそうで
すが、朗報なのは、介護療養型医療
施設がその機能を強化する形で存続

することになったことです。その要件
は、①重篤な身体疾患や認知症身体
合併症、②喀痰吸引等の医療処置、
③ターミナルケア、④生活機能の維持
改善に向けたリハビリテーション、
⑤地域貢献活動の５つです。すべての
要件をクリアするのはハードルが高い

かもしれませんが、会員病院の皆様に
は、石にかじりついても療養機能強化
型の算定を目指して欲しいと思いま
す。東京都の療養病床はわれわれ東
京都慢性期医療研究会が守るという
矜持をもって、慢性期医療の明日を切
り開いていこうではありませんか。

「羊のごとく群れて平和に
                           暮らす地域包括ケア」

信愛病院  理事長　桑名　斉

大久野病院  理事長　進藤　晃
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れます。癌末期の療養に係る医療系
の職員は医師、看護師、歯科医師、薬
剤師、リハビリ技師、介護、ソーシャル
ワーカ又はケアマネと多種多様です。
療養病棟入院の場合にはリハビリと
麻薬以外一括りで入院基本料に含ま
れる内容ばかりです。一方在宅では
各々の事業所から出来高で派遣され
ます。この時間給の高い職種の人が、
１時間に沢山の人に対応する病院と
比べて、在宅では１時間に数人しか対
応できず、その人から得た収入だけで

人件費を賄うのでコスト高になるの
は当然と思います。１日に数十人を診
て収入を得る病院と、１日に多くても
10人程度しか見る事が出来ない在宅
診療の収入を比べた時に大きな差が
有れば混乱が生じるので、在宅医療
に対する報酬は高めに設定されてい
るので、患者様１人当たりで比較する
と在宅が高くなっています。
　在宅医療が今後推し進められるの
は間違いありません。病院だけ在宅
だけとどちらかに偏るのではなく病院

の医師が在宅医療も行い、診療所の
先生も病院での診療が行えるような
ハイブリッド的な考えが今後は必要
な気がします。看護師も数が足りない
現在では、医師と同様にハイブリッド
的な働き方が必要と思われます。
　さて、どんな年になるのでしょう
か。どんな年であれ我々は医療の提
供を続ける必要が有り提供できるよ
うに努力しなければなりません。頑張
りましょう。

　昨年は、診療報酬改定と消費税の
増税があり、今年は、予定されていた
増税が先送りになり、社会保障費の
財源が不足する事態となっております。
介護報酬の2.27％というマイナス改定
が行われ、これまで以上に病院経営
にとって大変に厳しい時代の到来が
予想されます。
　厚生労働省は「地域包括ケアシス
テム」の構築を目指しており、これは
それぞれの地域で完結することによ
り、地域の共生を促し医療福祉の効
率的は提供を行っていくことを示して
いると考えています。この方針に沿っ

て今後も、大胆な政策を打ち出しとさ
まざまな改正を行うことでしょう。慢
性期医療も例外ではなく、より、在宅
との密接な関係構築を求められてく
るものと思います。
　そこで、当法人の本年度の目標は
『地域力』としました。地域に根ざし
た医療を展開し、地域福祉との連携
をあらためて考えていく年にしていき
たいと考えております。
　また当法人では、今年２月に「在宅
復帰を目指した療養型リハビリテー
ション病院」をコンセプトに医療療養
型120床の『鶴川リハビリテーション

病院』を新たにオープンいたします。
療養型においても入院中の患者様に
も積極的なリハビリの提供を行い、在
宅への復帰を目指すそんな病院にな
ればと考えております。
 “限りある人生、今日という日は二度
となく。一日一日が新しい日です。今
日この日を自分のために、家族のため
に大切に生きる。医療から皆さんを
支える。”
という理念のもと頑張ってまいります。
　本年もよろしくお願いいたします。

新年あけましておめでとうございます。

厳しい環境を「慢性期力」で乗り切ろう

陵北病院  事務長　村山  正道

鶴川記念病院  理事長　中島  一彦

　年明け早々、今年４月の介護報酬改
正に関してのニュースが飛び込んでき
ました。深刻化する介護人材不足に

対応するため介護職員処遇改善加算
を月当たり１万2000円拡充する一方、
全体で2.27％引き下げられることが決

まった。とりわけ介護療養型や老健
施設・特養や在宅関連事業を運営し
ている法人にとっては大きな打撃と
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■ 看護部会
　 看護部会は、年間約4回の役員会議と、1回の研修会を開催しています。

部会長　城山病院　山口 和子
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事務局

■ リハビリテーション部会
　 リハビリテーション部会は、年間約４回の役員会議と、

３回の研修会を開催しています。
部会長　小平中央リハビリテーション病院　田原 真悟

■ MSW部会
　 MSW部会は、年間約４回の役員会議と、１回の研修会を開催しています。

部会長　大久野病院　伊藤 正一

なりそうです。地域包括ケア構想が
昨年からスタートして、この潮流が
2025年まで続くのかと思うと深刻で
すが、経営面ではいかに地域の特性
を捕らえた特色ある病院経営が一層
問われると思われ、運営面では人材
確保と職員のモチベーションをいか
に維持していくかを考えなければな
らないでしょう。以前から言われてい
ることではありますが、慢性期医療
分野での鍵は看取りと認知症対策が
柱になりそうです。政府は社会保障
制度改革推進本部で2015年予算の
社会保障費の大枠を決定しました。

消費増税による社会保障の充実・安
定化は税率10％への引き上げ延期に
伴い減額の一方で、認知症対策に概
算要求33億円を上回る56億円を計上
し、認知症発生の初期段階での支援
を保健師・看護師が自宅を訪問して
相談や支援をする「初期集中支援
チーム」を2018年度までに国家戦略
の公的サービスとして全市町村に設
置する方針とのことです。問題は認知
症が重症化し、合併症疾患を担う役
割が一層重要になってくるでしょう。
　また看取りについては特に都区内
に少ない慢性期医療資源を今後如

何に有効活用した慢性期同士の連携
が重要な要素を占めていると思われ
ます。ソフト面では看取り計画に沿っ
た看取りの実践を構築していくこと
も求められるでしょう。昨今では重
症化した入院比率が高まり平均在院
日数の短縮が顕著となっていること
を感じます。認知症問題と併せて慢
性期での真価が問われそうです。本
年は今まで以上に様々な対応すべき
課題に対して皆で知恵を出し合い協
力してこの難局を乗り切っていくべ
く、会長が普段から推進している「慢
性期力」で乗り切りましょう！


